
 

 



部署 職種 氏　名 学　会　名 発表演題

2病棟A 理学療法士 松本 猛 第21回日本神経理学療法学会学術大会
内包前脚損傷による高次脳機能障害

～被殻出血患者によるCBAを用いた検討～

2病棟B 理学療法士 森 拓人 第21回日本神経理学療法学会学術大会
脳卒中患者における上肢痙縮増強には

姿勢定位障害が関与する

1病棟 看護師 原 千春 第31回日本慢性期医療学会
尿道留置カテーテル抜去プログラムの再考

～症例を通して～

2病棟A 作業療法士 谷本 人士 第31回日本慢性期医療学会
緩性麻痺を呈した患者に対し
QOLの向上を目指した一例
～調理動作獲得を通して～

2病棟A 理学療法士 河村 龍輝 第31回日本慢性期医療学会
橋梗塞を呈し長下肢装具と歩行器を併用し

歩行能力が向上した一例

2病棟B 看護師 篠原 恵美子 第31回日本慢性期医療学会
回復期リハビリテーション病棟入院時の重傷者の

自宅復帰に関連する要因について
～看護必要度B項目に着目して～

2病棟B 理学療法士 菰田 英雄 第31回日本慢性期医療学会
万歩計を用いたロールプレイング型自主練習が

身体機能にもたらす影響

2病棟B 作業療法士 宮川 友輔 第31回日本慢性期医療学会
認知症患者の膀胱留置カテーテルの

自己管理を獲得した1症例
～排尿行動に着目して～

2病棟B 理学療法士 大西 広佳 第31回日本慢性期医療学会
大腿骨頚部骨折患者の歩行自立に関わる因子の検討

～既往歴に着目して～

3A病棟 作業療法士 喜井 隆太郎 第31回日本慢性期医療学会
屋外での食事により

食事摂取量、行動意欲に変化がみられた症例

通所ﾘﾊﾋﾞﾘ
ﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ
はしもと

理学療法士 山下 智弘 第31回日本慢性期医療学会 当センターにおける歩行自立に向けた取り組み

2病棟B 作業療法士 宮川 友輔 日本高次脳機能学会
軽度Broca失語患者に対して発話課題の難易度設定

リストバンド型メモの使用

2病棟B 理学療法士 福田 真也 第51回四国理学療法士学会
脳卒中片麻痺患者の自宅復帰1年後の

転倒予測因子について

2病棟B 理学療法士 森 拓人 第51回四国理学療法士学会
大腿骨近位部骨折患者の自宅退院後1年間の転倒経験

に関わる因子の検討
～当院の退院後調査を用いて～

2病棟A 理学療法士 篠原 愛実 第29回香川県理学療法士学会
胸椎破裂骨折を受傷し、自宅復帰を目指した症例

～転倒予防に着目して～

1病棟 理学療法士 窪 多聞 回復期リハビリテーション病棟協会第43回研究大会
大腿骨近位部骨折患者の

退院時運動FIMの予後予測に有用な
入院時の患者特性の検討

2病棟A 理学療法士 川股 圭介 回復期リハビリテーション病棟協会第43回研究大会
サルコペニア疑い患者の

退院時移乗・歩行動作の自立関連因子の検討

2病棟B 理学療法士 森 拓人 回復期リハビリテーション病棟協会第43回研究大会
大腿骨転子部骨折術後患者の

歩行補助具別の移動自立度とBBSとの関連性

2病棟B 理学療法士 橋本 真司 回復期リハビリテーション病棟協会第43回研究大会
回復期リハビリテーション病棟における

大腿骨近位部骨折患者の運動FIM利得に関わる因子の検討
～入院時栄養状態に着目して～
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内包前脚損傷による高次脳機能障害 

～被殻出血患者によるCBAを用いた検討～ 

医療法人社団和風会 橋本病院 理学療法士 松本猛 福田真也 

 

【目的】 

 吉尾らは、内包前脚の損傷は前頭連合野が持つ様々な高次脳機能の低下を引き起こし、プログラムの進行

に大きな影響を与えると報告している。自身としても内包前脚の損傷および多彩な高次脳機能障害を呈した

患者に対してリハビリ介入に難渋した経験もあることから、今回、内包前脚損傷と高次脳機能障害において

の関係性をCognitive-related Behavioral Assessment（以下、CBA）を用いて調査・検討した。 

 

【方法】 

 2019年4月から2021年3月の期間、当院に入院された初発の被殻出血患者35例（年齢60.5±13.9歳、男性21

例、女性14例、右損傷15例、左損傷20例）を対象とした。なお、1)データ欠損値があるもの、2)出血が視床

や視床下部に達したものを除外とした。CT画像所見は当院入院中にCannon社製16列CT aguillionを用いて

non-contrast法で撮影したCT画像(39.3±36.8病日）を用い、松果体レベルの水平断CTを採用し、スライス

厚は5㎜とした。CT画像評価の損傷・非損傷の判定は目視での判断で行い、病巣計測はManual traceで行っ

た。内包前脚損傷の有無を2群に分け、年齢、性別、病巣の大きさ、退院時運動・認知FIM、自宅退院の有

無、退院時のCBA小項目（意識、感情、記憶、注意、判断、病識）をそれぞれt検定、Mann-WhitneyU検定、

x²検定にて比較検討した。統計学的有意水準は5％とした。 

 

【結果】 

 被殻出血後の内包前脚損傷は10例であり、項目としては(障害有/障害無)、年齢(68.0±16.1/57.6±

12.0)、病巣の大きさ(10.6±5.6/6.74±4.1)、退院時認知FIM(19［12-29］/34［28-35］)、CBA感情(3.5

［2.25-3.5］/5［4-5］)、記憶(3［2-4］/4［4-5］)、注意(2［2-3］/4［3-4］)、病識(2.5［1-3］/4［2-

5］)に有意差を認めた。 

 

【考察】 

 内包前脚の損傷により、認知FIMや感情、記憶、注意、病識といった高次脳機能障害が出現することが示

唆された。要因としては、内包前脚は前視床放線、前頭橋路が存在し、基底核ループ、大脳小脳神経回路に

おける認知ループに関与するため、上記の高次脳機能障害が出現したことが考えられ、先行研究と同様な結

果となった。CBAの判断に関しては、長期的な影響を考慮した判断・問題解決能力を示した項目である為、

病院という限られた環境下での判断により差を生じなかったと考える。 

 

【倫理的配慮】 

倫理的配慮として、本研究のデータ抽出に際し患者個人が特定できないよう個人情報保護に留意して実施

した。 

 

 
 







 

 

脳卒中患者における上肢痙縮増強には姿勢定位障害が関与する 

医療法人社団和風会 橋本病院 理学療法士 森拓人 福田真也 

                中島由美 

 

【目的】 

脳卒中後の痙縮は上位運動ニューロンの損傷により発現し、異常肢位や疼痛、関節可動域制限、運動機能

低下を伴う。また増強因子として不動や学習性不使用が挙げられるが、姿勢定位障害との関係性は不透明で

ある。そこで回復期リハビリテーション病棟（回リハ病棟）退院時上肢痙縮増強の予後予測因子とし入院時

姿勢定位障害が関与するかを検証した。 

 

【方法】 

2018年4月1日～2023年3月31日の期間に当院回リハ病棟を退院した脳卒中患者のうち、データ欠損者、急

変による転院者、死亡退院者を除外基準とした。情報収集は電子カルテより抽出し、後方視的に調査した。

目的変数は入退院時上腕二頭筋MASの変化とし、増強群と維持軽減群の2群に分類した。説明変数は年齢、性

別、入院時病日数、損傷半球、入院時の上下肢BRS、座位SCPとした。統計解析方法はR ver2.8.1を使用し、

多重ロジスティック回帰分析を用いた。統計学的有意水準は5％とした。 

 

【結果】 

条件を満たした症例は500例(男性319例：年齢72.3±12.2歳、女性181例：年齢77.0±11.0歳)で、増強群

74例(男性/女性:55/19例：年齢73.3±12.5)/維持軽減群426例(男性/女性:264/162例：年齢74.1±11.9歳)で

あった。入院時病日数34(25.25-49.5)/29(20-40)、損傷半球右半球52/190例、左半球22/236例、下肢BRS 2

(1-3)/5(4-6)、上肢BRS 2(1-2.75)/5(3-6)、座位SCP 1(0-1.4375)/0(0-0)であった。多重ロジスティック回

帰分析の結果、座位SCP OR 2.05 95%CI(1.39-3.07)、損傷半球OR 0.21 95%CI(0.11-0.41)、下肢BRS OR 

0.62 95%CI(0.45-0.84)に有意差を認めた(P＜0.05)。  

 

【考察】 

 今回脳卒中患者における退院時上肢痙縮増強の予後予測因子とし、座位SCPと損傷半球、下肢BRSが関係し

ていることが明らかとなった。右半球損傷では姿勢垂直定位制御破綻、また不安定な姿勢やプッシャー現象

では、過剰努力により筋の過緊張を生じるとの報告がある。以上の事から姿勢制御不良に伴う過剰努力より

筋緊張の亢進が継続し、痙縮増強に繋がったと考える。また下肢BRSと関連を認めたことから運動麻痺によ

る麻痺側の適切な伸展活動が困難となり、非対称的な動作から過剰努力が生じ、さらに連合反応を誘発し麻

痺側上肢痙縮を増強させたと考える。 

 

【倫理的配慮】 

 本研究は当院倫理規定に準じて行い、全て匿名化された既存データで検討を行った。 

 

 

     









 

 

尿道留置カテーテル抜去プログラムの再考～症例を通して～ 
医療法人社団和風会 橋本病院 看護師 原千春 長野修平 

               藤目幸代 

         理学療法士 後根圭佑 

             医師 山本乃利男 

 
【はじめに】 

 当院回復期リハビリテーション病棟では、急性期から尿道カテーテルを留置した患者に対し、当院独自の

尿道留置カテーテル抜去プログラム（以下抜去プログラム）に沿って抜去している。その際、トラブルなく

自尿が見られる患者と、自尿がなく再留置となりADLが向上し再度トライする患者が一定数いる。そこで既

存の抜去プログラムの見直しが必要ではないかと考え、症例を通して再考した結果を報告する。 

 

【事例紹介】 

70歳代男性で主病名は塞栓性脳梗塞、既往に前立腺肥大症、心房細動あり。右上下肢運動麻痺、高次脳機

能障害、失語症あり。 

入院時より移乗・移動は、重度の介助状態であったが体動も見られ、感染予防の観点から抜去プログラム

を開始した。 

抗生剤の内服を開始し抜去プログラムに沿って抜去を実施したが、自尿がなく導尿が必要であった為、尿 

道留置カテーテル抜去3日目に再留置となった。その後、徐々に座位保持が可能となり、排泄時の姿勢の保

持、耐久性も向上した。まずは、便意が見られるようになり全介助ではあるがトイレ誘導を行い徐々にトイ

レでの排便が可能となった。再度尿道留置カテーテル抜去を検討、計画した。 

 リハビリスタッフと連携し、膀胱に尿が一番貯留している時にトイレ誘導を行ったところ自尿がみられ、

残尿もなく経過された。夜間のオムツ内の尿量は少なく、起床時にトイレ誘導を行う事で、早朝の残尿もな

く経過された。退院時には、尿意があり、失禁なく経過された。  

 

【考察】 

 現在の尿道留置カテーテル抜去プログラムでは、自尿があることが前提で、排尿後の残尿測定を実施して

いた。本症例では、多職種と協働することで、排泄時の座位姿勢の保持レベルが理解でき、また、排尿前に

膀胱内の尿量チェックをすることで、尿が貯留している状態でトイレ誘導ができ、タイミングを合わせる事

が出来た。それにより抜去が可能となったと考える。 

 

 

 







 

 

弛緩性麻痺を呈した患者に対しQOLの向上を目指した一例 

～調理動作獲得を通して～ 

医療法人社団和風会 橋本病院 作業療法士 谷本人士 和田悠 

 

【はじめに】 

 弛緩性麻痺による能力低下から自己肯定感の低下が懸念される症例に対し、ミラーセラピーと調理動作練

習によって改善が見られたためこれについて報告する。 

 

【症例】 

 69歳代女性。頭部CTで右視床に脳室内穿破を伴う約2cm大の出血を認めた。保存治療にて経過し、13病日

に当院へ入院した。臨床症状は、BRS上肢・下肢・手指全てⅠ、表在感覚と深部感覚ともに脱失～重度レベ

ル。ADLは更衣・排泄・入浴が全介助で運動FIMは23/91点。作業療法では初期からミラーセラピーを中心に

実施。78病日で手指の随意性が得られたため、その後は促通反復療法を中心としてアプローチを継続。回復

状態に応じて病棟での調理動作練習を提案したが賛同を得られなかったため、自宅環境を用いての調理動作

練習を再提案することで同意を得られ、129病日に実施した。 

 

【結果】 

 156病日には、BRS上肢・下肢Ⅲ、手指Ⅳ、表在感覚は軽度～中等度、深部感覚は中等度～重度、運動FIM

は76/91点。入浴が最小介助となり、他のセルフケアは修正自立となった。調理に関しては、スライサーの

固定など患側上肢の動作が自然とできたこと、家人の協力の下20分で4品作成できたことで「帰って作れる

かも」という前向きな発言が得られた。 

 

【考察】 

 原によると、脳卒中後の回復可塑性については発症から3か月までが高いと言われている。また、平上に

よると、脳卒中片麻痺患者の手指運動機能の回復においてミラーセラピーを追加した方が回復に優位性が見

られると示されている。本症例においては、発症初期に集中してミラーセラピーを行ったことで随意性の回

復が得られたと考える。また、自宅環境を用いることで、調理訓練に消極的な患者に対しても訓練の導入お

よび成功体験獲得が達成できたと考える。 









 

 

橋梗塞を呈し長下肢装具と歩行器を併用し歩行能力が向上した一例 

医療法人社団和風会 橋本病院 理学療法士 河村龍輝 井原正人 

                          医師 高橋邦雄 

 

【目的】 

 今回、アテローム血栓性脳梗塞により運動麻痺、運動失調、感覚低下、バランス能力低下などがあり、杖

歩行困難であったが、U字型歩行器と長下肢装具を併用したことにより、歩行能力が向上し自宅退院に至っ

た症例を経験したため報告する。 

 

【症例】 

 80歳代男性。診断名は橋梗塞。発症前ADLは全て自立。移動は独歩、自動車運転可能。既往歴は高血圧

症、脂質異常症。急性期病院を経て37病日目に当院回復期リハビリテーション病棟へ転院し、理学療法を開

始。入院時評価として、BRS上肢Ⅴ、手指Ⅴ、下肢Ⅳ、BBS30/56点、SARA16/40点、FACT5/20、深部感覚重度

鈍麻、U字型歩行器を使用し、10m歩行19秒、29歩、ケイデンス1.5歩/秒、歩幅0.3ｍ/歩、速度0.5ｍ/秒で、

膝折れやクリアランス低下を認めた。アプローチは、長下肢装具(以下KAFO)を装着し、筋力強化練習、歩行

器での歩行練習を実施した。その際に、歩行周期を考慮したKAFOロックフリーの徒手誘導を実施した。 

 

【説明と同意】 

当院倫理委員会の規定に準じ使用データは個人を特定できないように配慮した。 

 

【結果】 

退院時の評価結果として、BRS上肢Ⅴ手指Ⅴ下肢Ⅳ、BBS50/56点、SARA10/40点、FACT11/20、深部感覚中

等度鈍麻、T字杖を使用し、10m歩行10秒、19歩、ケイデンス1.9歩/秒、歩幅0.5ｍ/歩、速度1ｍ/秒と向上

し、クリアランスの向上と膝折れは消失し、自立歩行獲得したため、184病日目に自宅退院となった。 

 

【考察】 

運動学習を適切に行うためには、歩容修正が可能な荷重量や介助が有効である報告がある。このため良好

なアライメントや荷重量を調整した上で介助歩行を行った事で、良好な学習が得られ歩行能力が向上したと

考える。 









 

 

回復期リハビリテーション病棟入院時の重傷者の 

自宅復帰に関連する要因について 

～看護必要度B項目に着目して～ 

医療法人社団和風会 橋本病院 看護師 篠原恵美子 木下和代 

            理学療法士 福田真也 中島由美 

          医師 正岡哲也 

 

【目的】 

 回復期リハビリテーション病棟では在宅復帰率は入院１の場合は70％以上が基準である。その中でも重症

患者改善率と自宅復帰率を向上させる事が求められている。しかしこの双方を複合的に検討した報告は少な

い。今回、看護必要度B項目の日常生活機能評価（以下B項目）に着目し重傷者の改善と自宅復帰の関連要因

を検討したため報告する。 

 

【対象】 

 2018年4月1日～2022年3月31日までの期間に当院回復期リハビリテーション病棟退院者した患者を対象と

した。取り込み基準としては入院時のB項目が10点以上の者とし、除外基準をデータ欠損者、急変による転

院者、死亡退院者とした238名を対象とした。 

 

【方法】 

 アウトカムを自宅復帰者として、暴露を年齢、性別、疾患、同居人数、退院時のB項目の合計と下位13項

目とした。統計解析は、単変量解析で効果量を算出した。また統計学的有意水準は5％とした。 

 

【結果】 

 重傷者の自宅復帰者は98人（41.2％）で、疾患別自宅復帰率は、脳血管疾患46％、運動疾患72％、廃用症

候群45％であった。単変量解析で有意差を認めた因子は、同居人数、疾患、B項目の合計で、下位項目は床

上安静の指示と危険行動以外の11項目であった。効果量が0.4以上の因子は移乗（z=0.49）衣服の着脱（ｚ

=0.47）寝返り（ｚ=0.44）食事摂取（z=0.41）であった。 

 

【考察】 

 自宅復帰に重要な因子は移乗動作、衣服に着脱、寝返り、食事摂取である事が明らかとなった。以上の項

目を重点的に看護ケアを行い能力向上を図る事で自宅復帰に繋がると考える。 

また、疾患としては脳血管疾患、廃用症候群が自宅復帰に難渋する傾向にあるため、家族への介護指導や医

療指導を行い自宅復帰率向上のために支援していく。 

 







 

 

万歩計を用いたロールプレイング型自主練習が身体機能にもたらす影響 

医療法人社団和風会 橋本病院 理学療法士 菰田英雄 福田真也 

 

【目的】 

入院中の患者に対し、自主練習により身体機能やADLの向上が期待されるが報告は充分ではない。当院回

復期リハビリテーション病棟(以下、回リハ病棟)では、万歩計を用いたロールプレイング型自主練習企画

(以下、お遍路プロジェクト)を提供し実施経過を記録するプログラムを2019年7月以降、継続的に実施して

いる。今回、それにより得られた結果の検証を行った。 

 

【対象と方法】 

 2019年7月～2022年8月の期間、当院回リハ病棟に入院した患者の内、MMSE23点以下、データ欠損者、車椅

子自走者を除外対象とした。お遍路プロジェクト実施群21名、非実施群207名に対し後方視的に調査した。 

 目的変数を実施群と非実施群とし、6分間歩行、BBS、FIM歩行、FIM運動、やる気スコアの入院時と利得を

説明変数とした。統計学的有意水準を5%とし、Mann-Whitey＆U検定を用いて解析を行った。 

 

【説明と同意】 

本研究に使用するデータ管理は当院倫理規定に準じて行い、全て匿名化された既存データのみで検討を実

施した。 

 

【結果】 

 実施群と非実施群との間で、全ての入院時説明変数に於いて有意差を認めなかった。利得説明変数では6

分間歩行133.5[24.8—180.9]/19.6[-193.8—122.5](= 0.04)、FIM歩行5[3—6]/4[2—5](p=0.01)の2項目のみ有

意差を認めた。その他の項目では有意差を認めなかった。 

 

【考察】 

 宮川ら(2022)によると、ロールプレイング型介入が動機づけに有効であったとの報告がされている。本研

究もお遍路プロジェクトによって動機づけが得られたことにより、参加者の自主練習量が増加し歩行能力の

向上に寄与したと考えられる。今後は、プロジェクト参加者を増やすための工夫や、適応となる患者のガイ

ドライン等の整備も今後進めていく必要がある。 









 

 

認知症患者の膀胱留置カテーテルの自己管理を獲得した1症例 

～排尿行動に着目して～ 

医療法人社団和風会 橋本病院 作業療法士 宮川友輔  

                                                    理学療法士 福田真也 

                      看護師 森小百合 篠原恵美子 

                  医師 正岡哲也 

 

【はじめに】 

 認知症患者の排尿行動障害に対して、膀胱留置カテーテルの管理が必要であっても、排尿行動に応じた環

境設定や排尿用具の選定を行うことにより自立できると報告されている。しかし、支援方法は、排尿行動に

応じた環境設定が必要であるため報告は少ない。今回、膀胱留置カテーテルの管理が必要な認知症患者に対

して、個別の排尿行動に応じて支援した結果、膀胱留置カテーテルの自己管理が可能となったため報告す

る。 

 

【症例紹介】 

90歳代、男性、左大腿骨転子部骨折術後にカテーテル抜去したが術後16日で尿閉となり、コンファ閉鎖式 

採尿バッグ（株式会社エフスリィー）（以下、バック）でのカテーテル再留置となった。53病日の作業療法

評価は、MMSE13点、HDSR6点、FAB3点、FIM排尿コントロール1点、トイレ動作6点であった。 

 

【排尿行動】 

 1)自発的な排尿行動はあるがすべての動作に介助が必要 

 2)自己廃棄の手順に混乱 

洗面台での自己廃棄行為、収納口から排尿チューブを取り出すことが混乱。 

3)採尿バックの管理が不十分 

採尿バックから尿が逆流するため、紐つき採尿バッグカバー（以下、カバー）を使用し、設置位置を調

整するがバックに入れ忘れがある。 

 

【アプローチ】 

1)自発的な排尿行動を促すためベッドサイドにPトイレを設置する。 

2)廃棄場所をPトイレへ統一しカバーに穴をあけ、排尿チューブを通して廃棄口の認識の向上を図る。 

3)バックとカバーをカールコードストラップに連結し入れ忘れを防止。 

 

【結果】 

上記のアプローチを110病日-140病日行い、Pトイレへ尿の自己廃棄が可能となり、廃棄後に尿が逆流する 

ことがなくなった。 

 

【考察】 

 本患者において自己廃棄の手順を簡素化し、廃棄場所を統一することで膀胱留置カテーテルの自己管理が

可能となった。認知症患者の膀胱留置カテーテルの自己管理には排尿行動を着目することは重要である。 









 

 

大腿骨頚部骨折患者の歩行自立に関わる因子の検討 

～既往歴に着目して～ 

医療法人社団和風会 橋本病院 理学療法士 大西広佳 福田真也 

 

【目的】 

 大腿骨頚部骨折患者の歩行自立には、非術側の膝伸展筋力やFRT、MMSE、脳血管障害の有無が関与すると

報告されているが、様々なリスクファクターを統合した研究は十分ではない。本研究は、大腿骨頚部骨折患

者の歩行自立に関与するリスクファクターについて調査した。 

  

【対象】 

 2018年1月～2023年3月の期間、当院回復期リハビリテーション病棟の退院患者のうち、大腿骨頚部骨折患

者を対象とした。除外基準は、データ欠損者、急変による転院者、死亡患者とし107名を対象とした。 

 

【方法】 

 歩行FIM6点以上を歩行自立と定義し、アウトカムを歩行自立とした。説明変数を年齢、性別、術式、脳血

管障害による片麻痺、認知症、変形性膝関節症、パーキンソン病、関節リウマチ、既往歴の数・有無として

決定木分析を行い、関連因子を用いてロジスティック回帰分析を行った。 

 

【結果】 

 歩行自立者は52人、48.6％であった。決定木分析では、第1層は認知症の有無、第2層は性別、第3層は変

形性膝関節症、最下層は年齢が算出された。これらの因子を用いて、ロジスティック回帰分析を行った結

果、認知症(OR 0.14,[95％CI 0.14-0.40],p<0.001)であった。 

 

【考察】 

 大腿骨頚部骨折患者の歩行自立に影響するリスクファクターは、認知症の有無であった。また、認知症が

なく、かつ変形性膝関節症を有さない女性は歩行自立する傾向にある事が明らかとなった。 

 また、身体機能が高い場合でも認知機能低下によって病識や判断力が低下しているため、徘徊リスクや予

測不可能な行動から転倒を招くことが考えられる。そのため、身体機能だけでなく、認知症の有無を把握し

ておくことも歩行自立に重要であると考える。 

 







 

 

屋外での食事により食事摂取量、行動意欲に変化がみられた症例 

医療法人社団和風会 橋本病院 作業療法士 喜井隆太郎 

 

【はじめに】 

 人は食事を摂るうえで美味しさを求める。しばしば「外でご飯を食べると美味しい」と言われるが具体的

な理由やメカニズムは明確ではない。そんな中で三田村らは、野外で摂る食事を美味しいと感じる理由とし

て野外特有の環境条件が大きく影響すると報告している。そこで今回、食思低下が著しい認知症高齢者に対

し屋外食事評価を実施し、食事摂取量及び行動意欲に変化が見られたため考察を加えて報告する。 

 

【症例、実施内容】 

 ADで認知症治療病棟に入院中の80歳代女性。既往歴にうつ病、シェーグレン症候群。MMSE13点、FIM90

点、歩行器歩行遠位見守り。食事形態は常食(軟飯・軟菜)、とろみなし。咀嚼、嚥下問題なし。要介護1。

入院前は美容院や外食、お花作り等屋外活動は積極的であったが、入院後は活動への関心低く、食思低下も

著しく食事に対して苦痛感があった。ある時、「お外で食べたら美味しいかな」と発言あり、実践すること

とした。 

 期間(2023.4.12～2023.4.18)は7日間、屋外テラスで昼食を実施。環境条件として①風が感じられる、②

花壇がある、③開放的な空間とし、症例が好む空間を設定した。効果判定として1.昼食摂取量(1週間平均

Kcal)、2.やる気スコア、3.QUALID-J、4.興味関心チェックリストを用い実施前後で比較した。 

 

【結果】 

 摂取量(平均333Kcal→451Kcal)、やる気スコア(37点→29点)、QUALID-J(33点→27点)、興味関心チェック

リストでは体操、散歩、旅行に変化があった。また自己摂取割合、肯定的発言頻度に変化があった。体操へ

の参加頻度、他患者との会話場面の増加を認めた。 

 

【考察】 

 心理学的用語で転地効果という用語があり、場所を変えることによる心理変化を意味する。 

 本症例も発言の中で「風が心地いい」「お花を見ていると安心する」等、症例が好む屋外特有の環境効果

が心理、食思を高めたと考察する。また屋外では通りがかった他病棟のスタッフから「外で食べるのいい

ね」「嬉しそう」等肯定的な声かけが得られたことも気分の高揚に伴う食思向上につながったのではないか

と考察する。 







 

 

当センターにおける歩行自立に向けた取り組み 
医療法人社団和風会 通所リハビリテーションセンターはしもと 

           理学療法士 山下智弘 

           作業療法士 田邊夏美 

 

【目的】 

 高齢者にとって転倒は、身体機能やADL、活動量を低下させる要因となるが、一方で、過介助も身体機能

を低下させる。そこで、多職種で連携して転倒予防の意識を高めつつ、客観的な評価、適切な介助方法の統

一を行い、センター内の移動が過介助から脱却し、自立へ繋がった取り組みについて報告する。 

 

【方法】 

 取り組み内容：①客観的評価の実施：Timed up & go test(TUG)、片脚立位、認知関連行動アセスメント 

（Cognitive-related Behavioral Assessment,CBA）②リハビリ職員が介護職員に対してデモンストレー

ションを実施し、介助方法、転倒リスク、評価ポイントを説明する。③動画や介助方法、評価ポイントなど

を記載したシートを作成し、介助方法の統一、評価意識の継続を図る。 

 評価期間：1～2週間程度、対象者：TUG、片脚立位、CBAを用い、客観的評価では自立判定だが、見守り対

応になっている利用者のうち、転倒歴や歩行補助具などを踏まえ、自立の可能性がある利用者5名。 

 

【結果】 

 取り組み実施後、対象者5名中3名はセンター内の歩行が自立となり、自立後の転倒はなく自発的な活動量

は増加している。介護職員は転倒に対する気づきが増え、転倒リスク場面に関する情報提供やその他ADL場

面での提案や相談も増えている。 

 

【考察】 

 今回の取り組みを通して、利用者は歩行が自立になったことで自信が持て、スタッフを気にすることなく

動けることが、活動量の増加に繋がった。また、介護職員は、自分達の関わりで利用者が変化したという達

成感を得られ、転倒リスクや適切な介助方法への意識も高まったと考えられる。リハビリ職員は主観的な判

断から客観的に評価することでより適切な判断を行うことができるようになったと考えられる。今後は歩行

だけでなく排泄場面などでも同様の取り組みを行い、多職種が連携し過介助にならず、かつ利用者の自発的

な時間の過ごし方ができるよう関わる必要がある。 

 







 

 

軽度Broca失語患者に対して発話課題の難易度設定  

リストバンド型メモの使用 

医療法人社団和風会 橋本病院 作業療法士 宮川友輔  

                   理学療法士 久保莉子 福田真也 

                         三好隆也 渡邉陽菜 

                                   医師 正岡哲也 

 

【はじめに】 

 軽度Broca失語患者は、書字経路が残存している場合は、自発的な書称を手掛かり（以下、リストバンド

型メモ）を用いて発話の難易度設定をすることが重要である。今回、日常生活場面においてリストバンド型

メモを用いて段階的な難易度設定を行った結果、発話能力の向上を認めたため報告する。 

 

【症例】 

 50歳代、男性、診断名、左前頭葉脳梗塞 

 

【MRI所見】 

 半卵円中心から基底核レベルにおいて中心前回、中前頭回、下前頭回、島に高信号を認める。 

 

【神経心理学的検査】 

（60病日）SLTA 発話27/75点（自発話6/30点短文の音読・復唱2/10点、単語の音読・復唱9/20点、音節

10/15点）Apraxia of speech rating scale-3(以下、ASRS-3)音韻的特徴12/16点、発話失行的特徴12/17点 

 

【問題点】 

 発話失行：奥舌の挙上、口唇の閉鎖が不十分ため/ｋ//ｈ/に音の置換が出現。語想起：会話において、

「えー」のつなぎ言葉が多く、実用語の表出が少ない。 

 

【アプローチ】 

 日常生活場面にて難易度設定1) 書称にて他者に依頼（10日間）(1) 健康管理表を作成し、他者に確認の

依頼を行う。2) リストバント型メモの書称を手がかりにして発話練習(1) 単語での発話課題（20日間）健

康管理表のサインを依頼する。(2)短文での発話課題（10日間）日常生活場面での短文で伝達練習。(3)社会

場面での発話課題（20日間）模擬買い物練習、実際の買い物場面での発話練習。 

 

【結果】 

（120病日）SLTA 発話74/75点（自発話30/30点、短文の音読・復唱9/30点、単語の音読・復唱20/20点、音

節15/15点）ASRS-3 音韻的特徴8/16点、発話失行的特徴6点/17点へと全ての評価で向上した。 

 

【考察】 

 発話失行、語想起の改善には日常生活での発話の反復が重要であると報告がある。今回、軽度Broca失語

患者に対して発話課題の難易度設定し、日常的に反復したため発話能力が向上した。リストバント型メモ

は、日常生活場面での語想起を誘発するツールに使用できる。 









 

 

脳卒中片麻痺患者の自宅復帰1年後の転倒予測因子について 

医療法人社団和風会 橋本病院 理学療法士 福田真也 

Key word: 脳卒中片麻痺・転倒・予後予測 

 

【はじめに】 

 脳卒中片麻痺患者の転倒関連因子は、バランス能力、筋力、運動麻痺の程度、ADL能力などの多くの因子

が存在する。しかしながら、非麻痺側と麻痺側の双方を複合的に検討した報告は少ない。このため、歩行獲

得した脳卒中片麻痺患者の非麻痺側機能評価と麻痺側機能評価のどちらが自宅退院1年後の転倒予測指標と

して精度が高いかを検証した。 

 

【対象】 

 2010年4月〜2020年3月までの期間、当院回復期リハビリテーション（回リハ）病棟を退院後、1年後調査

に同意が得られた自宅復帰患者457人のうち、脳卒中片麻痺患者で歩行獲得した72人を対象とした。 

 

【方法】 

 自宅退院1年後調査で転倒経験の有無をアウトカムとした。非麻痺側機能モデルとして、退院時の非麻痺

側片脚立位時間と非麻痺側握力、年齢、MMSE、麻痺側機能モデルとして、麻痺側片脚立位時間、麻痺側握

力、年齢、MMSEを説明変数とし、ロジックスティック回帰分析を実施した。また、両モデルに対してC sta-

tistics、NRIとIDIを実施し、良好なモデルの説明変数に対してROC解析を実施し、cut off値を算出した。

統計学的有意水準は5%とした。 

 

【結果】 

 退院後１年間で転倒経験者は34人 (47.2%) であった。AUCは非麻痺側モデル 0.64と麻痺側モデル 0.71で

C statisticsはP= 0.26あった。非麻痺側モデルに対する麻痺側モデルのNRI[95%CI]は0.50 [0.05-0.95],P= 

0.02でIDI [95%CI] は0.06 [0.006-0.14], P= 0.03で有意差を認めた。また麻痺側モデルの各説明変数の

ROC解析結果は、麻痺側片脚立位時間のcut off値は7秒で、AUCは0.62、感度は78.9％、特異度55.9％であっ

た。また麻痺側握力のcut off値7kgfでAUC 0.69、感度は86.8%、特異度は55.0％であった。 

 

【考察】 

 歩行可能な脳卒中片麻痺患者の1年後の転倒予測は、非麻痺側機能よりも、麻痺側機能で予測する方が精

度が高く、転倒を規定する因子は回リハ病棟退院時の麻痺側片脚立位時間と麻痺側握力である事が明らかと

なった。また回リハ病棟退院時に麻痺側片脚立位時間が7秒以上、麻痺側握力が7kgf以上の獲得を目指す事

で、脳卒中片麻痺患者の自宅退院後の転倒予防の一助となると考える。 

 
【倫理的配慮】 

 本研究はヘルシンキ宣言に基づき、当院倫理員会の承認を得て行い、全て匿名化した既存のデータで検討

を行った。（承認番号14） 

 









 

 

大腿骨近位部骨折患者の自宅退院後1年間の転倒経験に関わる因子の検討 

～当院の退院後調査を用いて～ 

医療法人社団和風会 橋本病院 理学療法士 森拓人 福田真也 

                                   中島由美 

Key word：転倒・予後予測・大腿骨近位部骨折 

 

【はじめに、目的】 

 当院回復期リハビリテーション病棟(以下、回リハ病棟)では、自宅退院1年後に訪問調査を実施している

が、課題とし転倒経験を認める症例が多い事が現状である。また特に一度大腿骨近位部骨折を生じた患者

は、対側の大腿骨近位部骨折のリスクが高まることから転倒予防対策を講じることが望ましく、再転倒予防

の視点が回リハ病棟において重要である。そこで今回は大腿骨近位部骨折患者を対象とし、回リハ病棟退院

1年間の転倒経験に関わる要因を退院時の患者属性、身体機能およびADLから予測因子を後方視的に検討し

た。 

 

【方法】 

対象は2010年9月から2019年3月までの期間に当院回リハ病棟を退院された大腿骨近位部骨折患者を対象と

した。取り込み基準を ①自宅復帰が可能であった患者、②1年後の追跡調査が可能であった患者、③既往に

CVA等の神経症状を有していない患者とし、アウトカムは退院1年間の転倒経験とした。転倒関連因子は、退

院時の1.年齢、2.性別、3.片脚立位時間（患側/健側）、4.疼痛の有無、5.移動形態（独歩、T字杖、4点

杖、四脚歩行器、前腕支持型歩行器、車椅子）、6.MMSE、7.FIM総点数、8.運動FIM点数、9.移動FIM点数以

上9項目を調査結果内容から抜粋した。統計解析方法はR ver2.8.1を使用し、単変量解析で有意差を認めた

因子を用いて、多変量ロジスティック回帰分析を実施した。また、有意差を認めた連続変数尺度に対して

ROC解析を実施した。 

 

【結果】 

条件を満たした症例は 107例(男性21例：年齢84±7.9歳、女性86例：年齢84.7±7.2歳)で、転倒群27例

(男性/女性: 6/21例：年齢 86.3±5.9)/非転倒群 80例(男性/女性: 15/65例：年齢 84.1±7.6歳)であっ

た。単変量解析の結果、患側片脚立位時間 1.1(0-2.15)/9.8(0.5-14.25)秒、疼痛有 22/46、無 5/34に有意

差を認めた(P＜0.05)。また多重ロジスティック回帰分析の結果、患側片脚立位時間(OR 0.74 95%CI(0.57-

0.94))のみ有意差を認めた(P＜0.05)。なお患側片脚立位時間のcut offは 1.3で感度 0.58、特異度 0.66、

AUC 0.69であった。 

 

【考察】 

大腿骨近位部骨折患者の回リハ病棟退院後1年間の転倒経験に関わる因子は患側片脚立位時間と疼痛であ

り、患側片脚立位時間のcut-off値は 1.3秒であった。回リハ病棟退院後の自宅転倒を防止するためにも、

患側片脚立位時間が1.3秒を上回る身体バランス機能の獲得や疼痛軽減を目指し、理学療法プログラムを立

案する必要があると考える。 

 

【倫理的配慮、説明と同意】 

 本研究は当院倫理規定に準じて行い、全て匿名化された既存データで検討を行った。 







 

 

胸椎破裂骨折を受傷し、自宅復帰を目指した症例 

～転倒予防に着目して～ 

医療法人社団和風会 橋本病院 理学療法士 篠原愛実 川股圭介 

                          医師 本田悌一 

Key word：自宅復帰・転倒予防・バランス機能 

 

【目的】 

 今回、第3胸椎破裂骨折を受傷し、後方固定術を施行した症例を担当した。本症例は病前に屋外で複数回

の転倒歴がある。自宅退院後の再転倒予防を目指し身体機能の改善に向け介入を行った事を考察を交えて報

告する。 

 

【症例】 

 80歳代女性。病前ADLは自宅にて独居されており、屋内移動は独歩、屋外移動はT字杖と歩行器を使用し自

立していた。既往歴に加齢黄斑変性症、左足関節OA術後、第9胸椎圧迫骨折（保存療法）、甲状腺腫術後、

ANCA関連血管炎、腰椎ヘルニア（L3～5）を認めた。また両側外反母趾と左示趾末節骨欠損があり、足趾機

能の低下がみられる。30病日目に当院回復期リハビリテーション病棟に入院。入院時評価としてBerg Bal-

ance Scale (以下BBS)40点、Functional Reach Test（以下FRT）は15.5cm、片脚立位（右/左）は4.3/3.4

秒、手すり付き椅子座位にて2分程度で背部に疼痛あり、MMSEは27点、病棟内歩行はU字歩行器見守りレベル

であった。またリスク管理の曖昧さがみられ、自宅退院後の転倒リスクが高い状態であった。Demandsとし

て本人からは「畑での軽作業がしたい」との意見が聞かれたが、本人の性格から実際の畑で練習を行うと過

信してしまい、屋外への行動が積極的となり転倒リスクが増加すると考えられた。そこで介入として実際畑

で行うと想定されるしゃがみ動作と床からの重錘拾い・畝での歩行を想定したタンデム歩行・畑ではない場

所の不整地歩行を行い、バランス機能の向上を図った。 

 

【説明と同意】 

 対象者には本発表における目的と方法を十分に説明し、同意を得た。 

 

【結果】 

 90病日目にBBSは51点、FRTは28㎝、片脚立位（右/左）は8.4/4.0秒と改善がみられた。また、手すり付き

椅子座位では30分程度であれば疼痛なく座位保持可能となった。歩行機能に関してはバランス機能の改善に

伴い、終日T字杖自立となった。退院後は週4回のデイサービスを利用し、90病日目に自宅退院に至った。 

 

【考察】 

 今回、客観的な評価としてバランス機能の低下がみられた。初期評価時のBBSは40点であり、病棟内移動

も見守りであったが、最終評価時にはBBS51点と病棟内移動T字杖自立を獲得できた。鈴木によると筋力増強

をやみくもに行うことは、転倒予防効果が期待できないだけでなく、むしろ筋骨格の障害や訴えを増やすこ

とが報告されており、バランスカ・歩行筋力などの総合的運動能力の向上を目的とすることが望ましいとさ

れている。その為、自宅退院後のADLで想定される動作・畑での歩行形態を取り入れたリハビリテーション

を提供したこと、そこに加えて自主練習の提供を行うなど総合的なリハビリを行うことでバランス機能の改

善に繋がったと考える。 







 

 

大腿骨近位部骨折患者の退院時運動FIMの予後予測に有用な 

入院時の患者特性の検討 

医療法人社団和風会 橋本病院 理学療法士 窪多聞 後根圭佑 

                                 福田真也 

 

【目的】 

臨床場面において、運動FIM項目に関与する動作として理学療法士が関わるADL場面は、移乗動作・移動動

作・階段昇降動作・それに伴う座位・立位姿勢などがあり、これらには下肢筋力が大きく関与するとされて

いる。 

先行研究では大腿骨近位部骨折患者の自宅退院に及ぼす因子として運動FIMが関係すると報告しており、

退院時のゴール設定やADLの自立度に関連する因子として認知機能が重要との報告もされている。しかし、

急性期病棟における報告が多く、回復期リハビリテーション病棟(以下回リハ病棟)における入院時身体機能

評価と退院時運動FIMとの関連性を報告した研究は少ないため、回リハ病棟における退院時運動FIMに対する

予後予測に有用な入院時患者特性の検討を実施した。 

 

【対象、説明と同意】 

2018年4月から2023年3月の期間に当院回リハ病棟に入院されていた大腿骨近位部骨折患者のうち、脳血管

障害の既往や重篤な合併症が無く運動療法介入が可能で、入院時より歩行補助具の使用の有無に関係なく歩

行可能な者を対象とし、データ欠損者は除外対象とした。症例には十分に研究の目的を説明し、同意を得た

上で当院倫理委員会の承認を得て実施した。 

 

【方法】 

目的変数は退院時の運動FIMとし、説明変数は年齢、術側WBI、非術側WBI、BBS、10ｍ歩行、MMSEとした。

単回帰分析及びステップワイズの重回帰分析を実施し統計解析はR2.8.1(CRAN)を使用、有意水準は5％とし

た。 

 

【結果】 

単回帰分析の結果、年齢の決定係数は0.13、BBSは0.32、術側WBI 0.13、非術側WBI 0.13、10ｍ歩行

0.37、MMSE 0.47となり、有意差を認めた。MMSEが一番相関が高い結果となった。ステップワイズの重回帰

分析ではMMSEと10ｍ歩行が採択され、決定係数は0.62で予後予測式はスライドの計算式となった。 

 

【考察】 

大腿骨近位部骨折患者の退院時運動FIMの予後予測に有用な入院時患者特性を検討した結果、単回帰分析

でMMSEが一番高い相関となり、その後重回帰分析を実施しMMSEと10ｍ歩行を加えた因子が有用である可能性

が示唆された。対象者が、超高齢者が大部分を占めるものの年齢層に幅があったこと、疼痛の有無・程度に

関する評価を含めなかったことも影響した可能性がある。 









 

 

サルコペニア疑い患者の退院時移乗・歩行動作の自立関連因子の検討 

医療法人社団和風会 橋本病院 理学療法士 川股圭介 松本猛 

              医師 本田悌一 

 

【目的】 

  サルコペニアは全身性に認める骨格筋量減少と筋力低下であり、原発性サルコペニアと二次性サルコペニ

アに分類される。臨床においては、回復期リハビリテーション（以下 回リハ）病棟入院に繋がる疾患に加

え二次性サルコペニアによりADL能力が低下した症例が散見される。従来、サルコペニアは骨格筋量の減少

に重きが置かれていたが、最近は歩行など機能的指標やアウトカムとの関連も示唆されてきている。そこ

で、本研究ではサルコペニア疑いのある患者の移乗・歩行動作の自立関連因子について検証した。 

 

【対象】 

  2018年～2022年に当院回リハ病棟を退院した整形患者のうち、既往に脳血管障害を有する患者、データ欠

損者、急変による転院者及び死亡患者は除外とした368名を抽出。次いで、Asian Working Group for Sar-

copeniaの診断基準（2019年）でサルコペニア疑いのある患者320名を対象とした。 

 

【方法】 

  退院時FIMの歩行・ベッド移乗の項目を点数が6点以上を自立、6点未満を非自立としそれぞれ目的変数、

性別、年齢、入院時のBMI、Alb値、MMSE、BBSを説明変数とし、ロジスティック回帰分析を実施。関連を認

めた変数に同様の統計方法でROC解析を実施した。有意水準は5％とした。 

 

【結果】 

  ロジスティック回帰分析にて、歩行ではAlb値(OR 0.28[95％ CI 0.12-0.63])、MMSE(OR 6.29[95％ CI 

3.44-11.5])、BBS(OR 0.96[95％ CI 0.94-0.98])に有意差を認めた。移乗ではMMSE(OR 5.44[95％ CI 2.62-

11.3])、BBS(OR 0.92[95％ CI 0.91-0.96])に有意差を認めた。カットオフ値は歩行でAlb値3.3g/dl、

MMSE22点、BBS31点、移乗でMMSE21点、BBS26点であった。 

 

【考察】 

  先行研究では、バランス能力や認知機能が歩行自立度に影響することが報告されているが、本研究では移

乗動作においてもバランス能力と認知機能の影響が考えられた。また、回リハ病棟に入院する患者の約4割

に低栄養が認められ、ADLの向上が得られにくいことが報告されている。本研究では歩行のみAlb値の有意差

が見られたが、低栄養状態であることも歩行・移乗動作能力向上の阻害因子の一つとなりえることが予測さ

れた。 









 

 

大腿骨転子部骨折術後患者の歩行補助具別の移動自立度とBBSとの関連性 

医療法人社団和風会 橋本病院 理学療法士 森拓人 福田真也 

                                 中島由美 

 

【はじめに】 

 BBSは歩行自立度の指標としても多くの報告があり、当院においても歩行自立判定で利用している。しか

し、大腿骨転子部骨折(以下TF)術後患者はBBSが低値にも関わらず自立している例も存在しており歩行補助

具も様々である。そこで今回、TF術後患者を対象に歩行補助具別の歩行自立度とBBSの関連性ついて調査し

た。 

 

【対象、方法】  

2018年4月1日～2023年5月31日の期間に当院を退院されたTF術後患者のうち、①既往に対側の大腿骨近位

部骨折やCVA等を有していない患者、②退院時屋内T字杖もしくはキャスター四脚歩行器、シルバーカー(以

下、歩行車)を使用していた患者を対象とした。退院時、病前歩行困難者、データ欠損者、急変による転院

者、死亡退院者を除外基準とした。各歩行補助具別にT字杖群と歩行車群の2群に分け、目的変数を退院時歩

行自立群、非自立群とし、説明変数を年齢、性別、BMI、病前歩行形態、退院時の病日数、骨折型、術式、

術側/非術側体重支持指数(以下WBI)、BBS、疼痛の有無、MMSEとし、ステップワイズ法によるLogistic回帰

分析を実施。有意差を認めた連続変数尺度に対して、cut-off値を算出するため、ROC曲線を実施。統計学的

有意水準は5％とした。 

 

【結果】 

T字杖群自立例は36例 (61%)、歩行車群自立例は44例 (39%)であった。T字杖群で有意差を認めた説明変数

はBBS (47[39.5-50]/33[22-39.5] OR0.81 95%CI(0.68-0.96)) と術側WBI (0.3[0.2-0.4]/0.2[0.1-0.25] OR 

0.6 95%CI(0.62-0.58)) で、BBSのcut-off値は43で感度0.72、特異度0.96、AUC0.86であった。また歩行車

群で有意差を認めた説明変数はBBS (43[36-48]/34[23-39] OR0.91 95%CI(0.86-0.96))、年齢 (88[83-

91]/89[86-93] OR1.08 95%CI(1-1.16))、MMSE (27[24-28]/19[14-24] OR0.8 95%CI(0.71-0.89))で、BBSの

cut-off値は40で感度0.66、特異度0.75、AUC0.76であった。 

 

【考察】 

TF術後患者の歩行自立にはT字杖群でBBS、術側WBI、歩行車群でBBS、年齢、MMSEが重要であった。T字杖

群はBBS43点、歩行車群はBBS40点を目指しアプローチを実施していく必要がある。 







 

 

回復期リハビリテーション病棟における 

大腿骨近位部骨折患者の運動FIM利得に関わる因子の検討 

～入院時栄養状態に着目して～ 

医療法人社団和風会 橋本病院 理学療法士 橋本真司 森拓人  

                                          福田真也 中島由美 

Key word：大腿骨近位部骨折患者・運動FIM利得・栄養 

 

【目的】 

 回復期リハビリテーション病棟(以下、回リハ病棟)において大腿骨近位部骨折患者は入院時より低栄養を

呈することが多いと報告されている。また入院時栄養状態は退院時の歩行能力やADLに影響するといわれて

いる。しかし入院時栄養状態が運動FIM利得に及ぼす影響は不透明である。今回は運動FIM利得に栄養状態が

影響を及ぼすのかを検討した。 

 

【方法】 

 2018年3月から2023年5月までの期間に当院回リハ病棟へ入院された大腿骨近位部骨折患者461名のうち、

取り込み基準を①初発で大腿骨頚部、転子部骨折の術後の診断を受けた患者、②退院時まで評価が可能で

あった患者を対象とし、データ欠損者、急変による転院者、死亡退院者を除外基準とした。研究デザインは

当院電子カルテより後方視的に調査、目的変数を運動FIM利得とし、説明変数は年齢、性別、BMI、病日数、

入院時のTP、ALB、ChE、CRP定量、WBC、GNRI、CONUT値、運動FIM、認知FIM、FIM歩行項目、FIM総合計とし

た。統計解析方法はR ver2.8.1を使用し、ステップワイズ重回帰分析(変数増減法)を用いて解析を行った。

統計学的有意水準は5％とした。 

 

【倫理的配慮】 

 本研究は当院倫理規定に準じて行い、すべて匿名化された既存データで検討を行った。 

 

【結果】 

 対象は男性67例、女性266例の合計333例で年齢は85.4±9.2歳であった。ステップワイズ重回帰分析の結

果、運動FIM利得に与える因子とし入院時ALB（P＜0.001）、ChE（0.0110）、運動FIM（P＜0.001）、認知

FIM（P＜0.001）、FIM歩行項目（P＜0.001）が抽出、有意差を認めた。 

 

【考察】 

 今回大腿骨近位部骨折患者における運動FIM利得には入院時のALB、ChE、運動FIM、認知FIM、FIM歩行項目

との関連があった。運動FIM利得の向上を図る上で、ADLも重要であるが、栄養状態も重要である可能性が示

唆された。 






